
　　　　　　　　　　　  　退職金規程　 

(目　的）
第1条　 この規程は、就業規則第●●条の定めにより従業員の退職金について定めた
　　　ものです。
(適用範囲)

第2条　 この規程は、就業規則第●章で定める手続きによって採用された従業員に適用します。ただし、勤続４年未満の者および次の各号に掲げる者についてはこの規程を適用しません
。
　　　(1）日々雇用する者
　　　(2）期間を定めて雇用する者
　　　(3）パートタイマー、嘱託およびアルバイトその他臨時の者
(支給額その１)

第3条　 従業員が次の事由により退職する場合は、退職時の基本給月額に退職金算定基
　　　礎年数を乗じた額に、別表支給率Ａ欄に定める率を乗じて算出した退職金を支
　　　給します。
　　　(1）定年による退職
　　　(2）人員削減その他やむを得ない業務上の都合による解雇
　　　(3）業務上の傷病による退職
　　　(4）死亡
（支給額その２)

第4条　 従業員が次の事由により退職する場合は、退職時の基本給月額に退職金算定基
　　　礎年数を乗じた額に、別表支給率Ｂ欄に定める率を乗じて算出した退職金を支
　　　給します。
　　　(1）自己の都合による退職
　　　(2）業務外の傷病（私傷病）による退職
　　　(3）その他前条各号に掲げる事由以外による退職、または解雇
(退職金算定基礎年数)

第5条　 退職金算定基礎年数は、第６条の定めにより計算した勤続年数から３年を控
　　　除した年数とします。
(勤続年数の計算)

第6条　 勤続年数は入社日から起算し、退職または解雇の日までとします。ただし、
　　　勤続年数は３０年をもって限度とします
。
　　２　勤続年数に１年未満の端数があるときは切捨てます。
　　３　休職期間および育児・介護休業による休業期間は、勤続年数に算入しません。
(金額の端数計算)

第７条　退職金の最終計算において、円未満の端数があるときはこれを切り上げます。
(受給権者)

第8条　 従業員が死亡したときの退職金は、死亡当時その収入によって生計を維持して
　　　いた遺族に支給します。
　　２　前項の遺族の範囲および支給順位は、次のとおりとします。
　　　(1）配偶者
　　　(2）子、父母、孫または祖父母
　　　(3）兄弟姉妹
(退職金の支給制限)

第9条　 就業規則第●●条により諭旨退職、懲戒解雇または懲戒に相当する事由が
　　　あったときは、退職金の全部または一部を支給しません。
（退職金の支給方法）
第10条　 従業員の同意があったときは、口座振込または銀行振出小切手によって退職金
　　　を支給します。
(支給時期)

第11条　 退職金は、支給事由の生じた日から１カ月以内に支給します。ただし、退職
　　　金の支給および支給額に疑義のある者、在職中の行為につき懲戒解雇に相当す
　　　る事由があって調査中の者もしくは会社の貸付金等の清算が未完了の者等につ
　　　いては、これらが明らかになるまで退職金の支給を留保することとします。
（中退共」共済との関係
）

第12条　前条にかかわらず、退職金共済契約（「中退共」退職金共済」以下同じ）から退職金を受ける者は、退職金額の一部を共済契約によって支給され、差額分を会社から支給します。
(功労金)

第13条　在職中に勤務成績が特に良好であった者、および会社の事業の発展に著しく
　　　貢献した者に対しては、別に功労金を支給することがあります。
　　２　功労金の額は、業績等を考慮してその都度取締役会で決定します。
 (規程の改廃)

第14条　この規定は、関係諸法規の改定および社会事情の変化などにより、必要があ
　　　る場合は、従業員代表者と協議して改廃することができます。
(付　則)

１．この規程は、２０１●年●●月●●日から実施します。
　　「別表」勤続年数・退職金算定基礎年数に応じた支給率

	　　
	　　勤続年数 　　　　　　　　
	退職金算定
　　基礎年数
	支給率Ａ
	支給率Ｂ
	

	　 
	 ４年以上５年未満　
	 １年以上２年未満
	 　０.４　　
	 　０.３２
	

	　 
	 ５年以上１０年未満
	 ２年以上７年未満
	 　０.５　　
	 　０.４０
	

	　　
	 １０年以上　　　　
	 ７年以上　　　　
	 　０.６　　
	 　０.４８
	


【算式（参考）】
退職金(第３条の場合)＝基本給月額×退職金算定基礎年数(勤続年数－３年)×支給率Ａ
退職金(第４条の場合)＝基本給月額×退職金算定基礎年数(勤続年数－３年)×支給率Ｂ
�この規定では、４年以上勤務したものに受給権が発生するようになっている。各企業の考え方で年数は決める


�ここでは３０年を限度とした規定となっているが、任意の規定です。入社時から退職時まですべて年数を数えてもかまいません。


�この規定では、会社の支給額の一部を「中退共」によって支払う場合


�別表の支給率その他の規定は会社によって決めます





	退職金規定①サンプル
	1



